
地方圏物流不動産マーケット
のポテンシャル
－半導体工場と2024年問題－ 

半導体製造工場の新設・増設や
物流の2024年問題にともなって、
地方圏の物流不動産マーケット
が注目され始めた。
市場規模はまだ小さいが、
今後の成長が期待できる。
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地方都市圏の物流施設が注目されている。その背景には、半導体工場の国内回帰と物流の2024年問題*が
ある。半導体産業の主要な生産拠点はもともと土地や水資源の豊富な地方都市に所在しているが、パン
デミックを契機に工場新設や生産設備の増強など過去にないほどの大規模な投資が短期間に相次ぐ。こ
のことは、これまで消費財中心だった物流需要に、製造業系の需要が加わることを意味する。また、
2024年問題では、物流網や物流拠点の整備が相対的に遅れていた首都圏以外の都市において、新しいタ
イプの物流施設に対する需要がクローズアップされることとなった。首都圏では需給が緩んだ影響で賃
料が上昇しにくい環境にあるが、先進的な物流施設が不足している地方都市圏では賃料の上昇傾向が鮮
明だ。主要な地方都市圏の物流マーケットの現状と今後の見通しをまとめた。

*トラックドライバーの時間外労働規制が2024年4月から厳格化される

地方中核都市圏のポテンシャル

まず、大都市圏（首都圏、近畿圏、中部圏、福岡圏）以外の県について経済規模を整理するために、都道府
県別の人口と県内総生産を上位から順に並べた（Figure 1, 2）。人口が上位15位に含まれる都道府県のうち、
大都市圏以外は北海道、静岡県、広島県、宮城県、新潟県の5道県である。また県内総生産では、北海道、
静岡県、広島県、宮城県、群馬県の5道県が上位15位に含まれる。これらの道県のうち北海道、宮城県、
広島県は、ロジック半導体の量産を目指す大型投資が明らかになった。それぞれに札幌市や仙台市、広
島市といった地方中核都市を持ち、一定の交通インフラが整備され、産業の集積がみられる。

Figure 1: 人口

出所: 総務省、2020
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半導体産業の国内生産増強

半導体産業は日本国内の生産増強姿勢が鮮明だ。パンデミックによる製造業の生産停滞を契機に、日本
政府は「経済安全保障の観点から必要な半導体工場の新設・改修を国家事業として主体的に進めること
が必要」（経済産業省）と位置づけ、補助金の拠出や自治体による工場の周辺インフラ整備を支援し半導
体生産を後押ししている。代表的なところでは、TSMCの子会社JASMが熊本にロジック半導体の工場を新
設し、2024年2月に開所式が行われた。また、ラピダスは北海道千歳市で、JSMCは宮城県大衡村で、ロ
ジック半導体の生産を新たに始める計画である。

これまでに公表された半導体工場の大型設備投資計画をFigure 3に示した。これらの立地の特徴は大都市
圏ではなく、地方都市に広く分散していることだ。半導体工場の進出は地方都市における工業製品の保
管や流通需要を創出し、工場そのものが稼働する前から物流施設の需要を押し上げることが確認されて
いる。物流機能はこれまで東京や大阪などの人口集積地を中心に発展してきたが、半導体産業の活性化は、
物流施設のデベロッパーの目を地方都市へ向けさせる契機となっている。

Figure 2: 県内総生産

出所: 内閣府、2019
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Rapidus（ソニー、KIOXIA等国内8社） 1

所 在 北海道千歳市

製 品 次世代ロジック半導体 (2nm)

稼 働 時 期 2027年量産開始 1
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Figure 3: 半導体工場の大型投資計画事例

KIOXIA岩手（キオクシア、WD）北上工場 2
所 在 岩手県北上市

製 品 3D NANDフラッシュメモリ
最先端3D NANDフラッシュメモリ

稼 働 時 期 2024年以降／2025年9月出荷開始

JSMC（PSMC、SBI HD） 3
所 在 宮城県大衝村

製 品 汎用ロジック半導体

稼 働 時 期 2027年

加賀東芝エレクトロニクス 4
所 在 石川県能美市

製 品 シリコンパワー半導体

稼 働 時 期 2024年3月

ルネサスエレクトロニクス 甲府工場 5
所 在 山梨県甲府市

製 品 SiCパワー半導体

稼 働 時 期 2024年稼働再開

KIOXIA（キオクシア、WD）四日市工場 6
所 在 三重県四日市市

製 品 3D NANDフラッシュメモリ
最先端3D NANDフラッシュメモリ

稼 働 時 期 2024年3月量産開始／2025年9月出荷開始

ラピスセミコンダクタ（ローム） 11
所 在 宮崎県国富町

製 品 SiCパワー半導体

稼 働 時 期 2024年末

JASM
（TSMC、ソニー、デンソー、トヨタ）第1工場 8

所 在 熊本県菊陽町

製 品 準先端ロジック半導体
(22/28nm, 12/16nm)

稼 働 時 期 2024年末出荷開始

JASM
（TSMC、ソニー、デンソー、トヨタ）第2工場 9
所 在 熊本県菊陽町

製 品 最先端ロジック半導体（6nm）
汎用ロジック半導体（40nm）

稼 働 時 期 2027年量産開始

三菱電機 10
所 在 熊本県菊池市

製 品 SiCパワー半導体

稼 働 時 期 2026年4月

マイクロンメモリジャパン 広島工場 7
所 在 広島県東広島市

製 品 次世代 DRAM

稼 働 時 期 2025年以降

出所: 報道および企業開示資料よりCBRE調べ、2024年2月
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2024年問題 地方都市で物流拠点の立地や増強を促進

物流という観点から地方の中核都市が注目される理由はもう一つある。トラックドライバーの時間外労
働規制が厳格化される、2024年問題だ。貨物輸送量は、関東、中部、近畿を結ぶラインが最も多く、次
いで関東と東北間、近畿と中国間が多い（Figure 4）。対策は多岐にわたるが、物流施設に直接関係する点
としては、こうした大都市圏を往来するトラック輸送の距離を短くするための拠点の分散化や、長距離
輸送の回数を減らすため地方拠点の在庫量を増やすことなどが考えられる。北海道や九州はもちろんの
こと、大都市圏からの中間に位置する東北地方や中国地方も物流拠点としての重要度が増すと考えられる。
東北地方では仙台市、中国地方では広島市や岡山市の周辺が物流拠点のターゲットになると考えられる。

2024年問題への対策には、拠点の立地だけでなく、新たな機能が物流施設そのものにも求められるよう
になろう。輸送効率を高めるためには荷待ち時間の削減が重要となる。そのためには、トラックバース
を多く備え、機械化投資に適した現代的なスペックが整った、新しいタイプの倉庫が必要となる。しか
し、地方都市圏の先進的物流施設のストックは、その経済規模に照らしてまだまだ少ないのが現状だ
（Figure 5, 6）。したがって、こうした地方都市圏では物流施設の開発の余地があるといえるだろう。

Figure 4: 地域間の自動車貨物輸送量 

注：発着合計。地方区分は地方公共団体情報システム機構による。
出所：国土交通省「2021年度貨物地域流動調査」、CBRE

Figure 5: 人口1000人当たりのLMT*面積

*千葉県、神奈川県：延床面積10,000坪以上、
その他の道県：延床面積5,000坪以上
出所：内閣府、CBRE

Figure 6: 県内総生産10億円当たりのLMT*面積
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▍札幌圏

従来はBTS型や小型の賃貸施設で構成されていた
が、2018年に延床面積約2万坪の大型物件が竣工
したことがマルチテナント型物流施設マーケット
の本格的なスタートといえる。2023年には初めて
年間複数棟（3棟）が竣工、2024年は4棟が供給予
定で、物流エリアは札幌市周辺から千歳市周辺ま
で広がりつつある。竣工時の稼働率は過去は全般
に低かったが、ラピダス工場の進出決定により製
造業系の需要が浮上しており、すでに2024年竣工
物件でまとまった面積でテナント内定した例もあ
る。もともと低水準であったことからも賃料は上
昇傾向が顕著で、2023年は対前年比4.1％上昇した。

▍仙台圏

2017年に延床面積約2万坪の大型物件の竣工が
あったものの、2019年から2021年の3年間は開発
が途絶え、その間に空室率は0%となった。2022

年の2棟を皮切りに物流開発が再始動し、2023年1

棟、2024年5棟、2025年2棟と開発計画が連続する。
パンデミック下で半導体関連産業の保管在庫増の
ニーズが表面化しており、今後も製造業系の物流
需要が期待できるだろう。賃料は、2023年は1.7％
の上昇だったが、過去4年間の年平均では＋3.3％
であることから、開発計画のリーシング状況が順
調であれば一段の上昇の可能性がある。

出所: CBRE, Q4 2023

Figure 7: 札幌圏 需給バランス 
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札幌圏、仙台圏、岡山圏、広島圏の物流不動産マーケット

ここまで述べてきたとおり、いくつかの要因が重なって地方圏の物流マーケットが注目を集めている。
札幌圏、仙台圏、岡山圏、広島圏は自社倉庫が大半を占めており、そもそも賃貸型の物流施設が普及し
ていなかった点が共通しているが、少しずつ大型マルチテナント型物流施設*の供給が増えてきた。全国
に展開する物流企業の賃借事例が増えたことなどから、賃料水準も上昇傾向にある。各地のマーケット
概況は以下のとおりである。     

*延床面積5,000坪以上

出所: CBRE, Q4 2023

Figure 8: 仙台圏 需給バランス 
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▍岡山圏

2013年、2015年に大型物件の竣工があったが、以
降はまとまった開発がない年が続いた。空室率は
2017年以降10％以下で安定的に推移してきた中で、
2023年Q4には空室率0％となった。今後2年間に3

棟の開発が計画されているが、複数の強いテナン
ト候補があるとみられており、物件の選択肢が極
めて少ないタイトなマーケットとなっている。過
去数年間は新規供給が少なく需要も限定的だった
ことから賃料の上昇は抑制されたが、空室の枯渇
に伴って今後は賃料は上昇基調になるとみられる。

▍広島圏

地方圏の中では比較的早い時期から供給がみられ
たエリアで、2020年と2021年に2棟ずつ竣工した。
いずれの物件も満床まで時間を要し、2023年竣工
の1棟も当初は空室が多く残ったが、2023年Q4に
はすべての空室が消化されて空室率0％となった。
従来から強い製造業系のニーズも活発化している
ようだ。賃料は、空室消化が停滞した時期には弱
含んだものの、2023年には＋3.9％に上向いた。
2025年までの開発計画が現在まったくないことが
理由である。

Figure 10: 広島圏 需給バランス 
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出所: CBRE, Q4 2023

Figure 9: 岡山圏 需給バランス 
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出所: CBRE, Q4 2023
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Figure 11: 実質賃料指数

出所: CBRE, Q4 2023
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